
 

  埼玉県障害福祉サービス訪問系事業所における安全確保対策推進事業補助金 

  交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、障害福祉サービス訪問系事業所の従事者の安全を確保し、安心し

て働き続けることができる体制を構築するため、障害福祉サービス訪問系事業

所における暴力・ハラスメントなどの安全確保対策に資する事業であって、県

が適当と認めるものについて、当該事業を実施する障害福祉サービス訪問系事

業所に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和 

 40年埼玉県規則第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、以下のとおりとする。 

事業名 補助対象事業 

 障害福祉サービス訪問系事業所に

おける安全確保対策推進事業 

 

 障害福祉サービス訪問系事業所が安全確

保対策に資するため、令和４年 10月 14日か

ら令和５年３月 31 日までの間に通話録音装

置等の購入及び警備会社による屋外用（出

張時）セキュリティサービスの導入を行う

事業（経費の支払いが令和４年 10月 14日か

ら令和５年３月 31日までのものに限る。） 

 

（補助事業者） 

第３条 この補助金の交付の対象となる補助事業者は、以下に掲げる、埼玉県内

に所在する障害福祉サービス事業所を運営する法人とする。ただし、（１）から

（４）までのサービスを複数行い、かつ事業所番号が同一の事業所を運営する

法人の場合は、当該事業所を 1つの事業所とみなす。 

（１）居宅介護 

（２）重度訪問介護 

（３）同行援護 

（４）行動援護 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は補助の対象と

ならない。 

（１）役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は

受入事業者の代表者をいう。以下この号において同じ。）が 暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。）第２条第６号に定



 

める暴力団員（ 以下「暴力団員」という。） であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

定める暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められるとき。 

（３）役員等が自己、若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

（４）役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

していると認められるとき。 

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、別表の第１欄に定める経費とし、補助率は

同表第３欄に定める率とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第５条 交付額は、別表の第２欄に定める補助基準額と第１欄に定める対象経費

の実支出額と比較して少ない方の額に第３欄に定める補助率を乗じて得た額と

する。 

  ただし、算出された額に 1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

 

（申請書の様式等） 

第６条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号によるものとし、その

提出期限は、知事が別に定めるものとする。 

２ 前項の申請書は、規則第 13条の実績報告書を兼ねるものとする。 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業を変更、中止、又は廃止する場合は、知事の承認を受けなければなら

ない。 

（２）事業により取得し、又は効用の増加した財産で価格が単価 50 万円以上の機

械及び器具については、規則第 19 条第１項第２号により定める５年を経過す

るまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（３）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお



 

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を

図らなければならない。 

（５）事業に係る証拠書類等の管理については、事業に係る収入及び支出を明ら

かにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当

該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

（６）この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けては

ならない。 

（７）この補助金を補助対象経費以外に使用してはならない。 

（８）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けてはならない。 

（９）補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の 

  交付申請前に確認しなければならず、申請書の提出をもってこれに同意した 

  ものとする。 

 

（交付決定通知等） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書及び同第 14 条の交付額確定通知書は、様式

第２号のとおりとし、補助金の交付決定及び交付額確定により申請書の内容の

とおり請求があったものとみなす。 

２ 知事は、補助金を交付しないことを決定した場合には、様式第３号により通

知する。 

 

（交付の方法） 

第９条 知事は、交付額の確定後に口座振替により補助金を交付する。 

 

（状況報告） 

第 10 条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況につい

て、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告の結果、補助金の支給に疑義がある場合、必要な是正措

置を求めることができる。 

 

（決定の取消し等） 

第 11 条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）法令に違反する行為があったとき。 

（２）不正の手段により補助金の交付を受けた又は受けようとするとき。 

（３）補助対象者又は補助対象事業に該当しないことが明らかになったとき。 

（４）補助事業者から事業の変更、中止又は廃止の申請があったとき。 

（５）その他この要綱の規定に違反する行為があったとき。 

 



 

 

（補助金の返還） 

第 12 条 知事は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されていると

きは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 規則で定める補助金の返還、加算金及び延滞金の規定は、前条の規定による

取消しをした場合について準用する。 

 

（書類の整備等） 

第 13条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備 

 え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければ 

 ならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業等の完了の日の属する会 

 計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

（雑則） 

第 14 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定め

る。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和４年 11月 16日から施行し、令和４年 10月 14日から令和５

年３月 31日まで適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表（第４条・第５条関係） 

１ 対象経費 ２ 補助基準額 ３ 補助率 

通話録音装置等の備品購入費及び

警備会社による屋外用（出張時）

セキュリティーサービス導入経

費。 

（ただし、消費税額及び地方消費

税額を除く。） 

１事業所当たり 

60千円 

（複数のサービスを行

っている場合は、１つ

の事業所とみなす。） 

 

 

３分の２ 

 


